
施策構成事務事業評価一覧表
9999 その他

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 H30 H31

課長 H29 H30 H31 H29 H30

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

田中勝保

坂谷真未

田中勝保

山口尚子

横田良一

赤瀬雅昭

横田　良一

松尾　亮佑

横田　良一

宮田　淳仁

高木　義治

内野　一嗣

渡邊真一郎

久保修一

吉井　実

田平　賀一

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H29

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

目標 実績 目標 目標

1 市政功労者表彰事業

秘書課

　市政の振興及び産業、文化等の各分野の進展に
貢献され、その功績が顕著で市民の模範となる
方々を広く顕彰し表彰する。
　大村市表彰審査委員会で決定した被表彰者に対
して、市制施行記念日に合わせて行う大村市表彰
式時に、市長が表彰状及び記念品を授与する。

大村市表彰規則

7
a a a A

590 984 708 2,367 2,367 表彰者数 人 115 69 115 115 現状維持

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進
無

2 秘書活動事業

秘書課

市長・副市長の日程を調整し、二役のス
ムーズな交渉の事務的補助を行う。
また、来客者の適切な対応を行う。
市長・副市長の日程及び情報を共有し、交
渉及び内部調整に必要な情報や資料を準備
する。

7
a a a A

10,190 6,713 7,527 19,497 19,391

市長・副市長出
席の公務数
※H29は市長車購
入あり

回 3,600 現状維持

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

3,600 3,419 3,600

無

3

大村の未来アドバイ
ザー会議開催事業
（顧問会議開催事
業）

企画政策課

大村の未来アドバイザー会議を年1回開
催、若手で構成する大村創造会議を年数回
開催し、市長と意見交換を行う。

平成11年度

11
a a a A

1,072 1,094 1,029 1,825

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

3 4 3 3 現状維持1,454 会議開催回数 回

有

4 基幹統計調査事業

企画政策課

  統計法に基づき、国や県から任命された
調査員が調査対象となった事業所や世帯等
を訪問し、調査票の記入依頼、回収を行
う。市においては、調査の準備、指導員・
調査員の選考及び指導、調査票の審査、照
会及び提出を行う。

統計法、統計法施行
令、統計法施行規則 2

a A

3,047 6,874 7,810 6,407

余地なし 事業推進
無

6,341
年度内で最大規
模の調査におけ
る報告件数

件 615 596 3,315 2,244 現状維持

6 公平委員会運営事業

総務課

職員の勤務条件に関する措置要求及び職員
に対する不利益処分に対する審査請求に関
する審査を行う。

昭和26年度 －

地方公務員法
大村市公平委員会設
置条例

2
a A

269 410 453 727 727

無
余地なし 事業推進

審査件数 件 － 4 － － 現状維持

7 職員福利厚生事業

人事課

定期健康診断の実施、人間ドックの助成、
レクリエーション事業及び職員表彰を行
う。

地方公務員法、労働
安全衛生法、大村市
職員の表彰に関する
規則

4
a A

13,618 15,678 15,562 4,917 4,847

無
余地なし 事業推進

健康診断受診率 ％ 100 100 100 100 現状維持

8
夜間・休日窓口運営
事業

用地管財課

平日の時間外及び休日時の適正な庁舎管理
や出生、死亡等の申請受付及び埋火葬許可
書の交付、電話や来庁者の対応等を行う。

大村市庁舎管理規則
地方自治法、大村市
当直員服務規程、戸
籍法、墓地、埋葬等
に関する法律

6
a A

8,627 8,948 8,879 2,164 1,911

無
余地なし 事業推進

時間外、休日の
各種申請受付件
数

件 700 754 700 700 現状維持

5
専用水道等管理指導
事業

企画政策課

専用水道等を設置している者及びこれから
設置しようとする者に対し、飲料水の安全
確保のため諸届出や維持管理などについて
適正な指導を行う。 平成25年

水道法、大村市専用
水道及び簡易専用水
道に関する規則

10
a a a A

173 128 239 1,454 1,454

無
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

不適合施設の指
導による改善率

% 100 100 100 100 現状維持
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9999 その他

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 H30 H31

課長 H29 H30 H31 H29 H30

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H29

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

目標 実績 目標 目標
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吉井　実

田平　賀一

吉井　実

田平　賀一

吉井　実

田平　賀一

吉井　実

田中　晃成

田下　陽一

西川　輝幸

松本　裕幸

松崎　拓矢

松本　裕幸

松崎　拓矢

山口　理行

片岡　慶子

9 電話交換管理事業

用地管財課

市役所内の電話交換業務を民間委託（平成
１９年４月から４人体制のローテーショ
ン）する。

大村市庁舎管理規則

6
a A

4,947 4,947 4,993 2,164 1,911

無
余地なし 事業推進

電話交換件数
（１日あたり）

件 1,000 1,024 1,000 1,000 現状維持

10 庁舎等維持管理事業

用地管財課

庁舎等の維持管理及び保守管理を行う。 大村市庁舎管理規則
地方自治法、ビル衛
生管理法、消防法、
労働安全衛生法

5
a A

56,776 59,605 59,596 7,786 7,925

無
余地なし 事業推進

開庁日数 日 293 293 292 294 現状維持

11 庁舎等改修事業

用地管財課

庁舎の改修を行う。 大村市庁舎管理規則

5
a A

13,737 11,000 1,660 3,702 3,102

無
余地なし 事業推進

設備改善件数 件 7 8 7 7 現状維持

12 用地取得事業

用地管財課

用地取得・物件補償管理システム等を用い
て、業務に必要なデータを一元管理する。

土地収用法、公有地
の拡大の推進に関す
る法律、租税特別措
置法

4
a A

2,886 2,307 2,397 23,459 23,599

無
余地なし 事業推進

土地取得契約件
数

件 50 36 50 50 現状維持

14 出張所運営事業

地域げんき
課

　市内7か所にある出張所において、市民
課、税務課窓口の一部の事務や、住民セン
ターとして市民の会議室等の利用手続事
務、施設の管理等を行う。

6
a A

37,610 39,871 41,258 51,849 37,602

無
余地なし 事業推進

窓口利用件数 件 75,000 58,858 75,000 75,000 現状維持

16
原爆被爆者援護対策
事業

福祉総務課

原爆被爆者等からの原爆援護関係申請受付
及び制度説明を行う。

昭和32年度

・長崎県原子爆弾被爆
者に関する取扱事務交
付金交付要綱
・長崎県補助金交付規
則
・原爆被爆者に対する
援護に関する法律

2
a A

97 120 120 2,763 3,127

無
余地なし 事業推進

原爆申請受付件
数

件 340 392 400 350 現状維持

15 出張所整備改修事業

地域げんき
課

　出張所（西大村を除く６か所）が、経年
劣化による屋上防水シート、外壁塗装のひ
び割れ・剥がれによる雨漏り、また空調設
備の交換時期となっており計画的に改修を
行う。

9
a a a A

31,328 36,385 43,798 145 145

無
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

老朽化した建築
物の更新のため
指標なし

現状維持

13 市庁舎建設事業

用地管財課
（新庁舎整
備室）

新庁舎建設に関する事業を行う。

平成29年度 平成35年度

9
a a a A

8,684 54,735 98,725 18,217 29,921

無
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

現状維持



9999 その他

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 H30 H31

課長 H29 H30 H31 H29 H30

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H29

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

目標 実績 目標 目標
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山口　理行

田中　慎也

山口　理行

友野　和成

原　和彦

雪山　梓

福江　都志

橋口　祐哉

松本　祐治

市瀬　利子

長石　弘顕

吉原　周平

長石　弘顕

吉原　周平

三岳　和裕

磯野　茄菜

20
ふるさとづくり寄附
推進事業

ふるさと物
産室

・「ふるさと納税制度」の周知及び寄附者
への返礼品の発送
・寄附者からの寄附金の管理

平成20年度

大村市ふるさとづく
り寄附条例 11

a a a A

394,497 491,350 397,345 20,008 15,307

有
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

PRを行ったイベ
ント数

回 6 8 10 10 現状維持

17
戦傷病者及び戦没者
遺族援護対策事業

福祉総務課

大村市遺族会、長崎県戦没者慰霊奉賛会大
村市支部の団体への補助事業、国援護制度
の実施支援

昭和38年度

大村市社会福祉事業
費補助金交付要綱、
戦傷病者戦没者等援
護法、戦没者遺族等
特別弔慰金支給法ほ
か

8
a a a A

630 621 610 1,872 1,654

無
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

遺族会会員数 人 588 483 483 483 現状維持

18
中国残留邦人生活支
援事業

福祉総務課

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び
永住帰国後の自立の支援に関する法律」に
基づき、中国残留邦人等に対し、支援給付
を行う。また、支援・相談員を配置し、支
援対象者の相談や通訳等の支援を行う。

平成20年度

中国残留邦人等の円
滑な帰国の促進及び
永住帰国後の自立の
支援に関する法律、
中国残留邦人地域生
活支援事業費補助金

2
a A

13,858 18,369 15,454 2,573 1,222

無
余地なし 事業推進

支援相談員への
相談件数

件 30 24 30 30 現状維持

19
福祉電話貸与事業
（障がい者）

障がい福祉
課

電話回線未開設者に対する福祉電話（回
線）の貸与。
　（平成18年度から回線返却時の撤去費用
のみを負担） 昭和51年度

大村市福祉電話貸与
要綱（廃止要綱） 10

c c a D

0 3 3 145 145

無
緊急性なし 見込めない 余地なし

休・廃止の
検討

貸与件数 件 6 6 6 6 現状維持

21 出納事務

会計課

収納事務：指定金融機関等によって収納される公
金を、科目別に仕分けし、財務会計に取り込み収
納し、 収入通知書を発行し、担当部署へ通知す
る。
支払事務：支出命令書の内容等を審査し、支払
日、支払方法別に整理したうえで、指定金融機関
等を通 じて債権者への支払いを行う。

昭和39年度
地方自治法
大村市財務規則

4
a A

3,577 3,579 4,325 45,556 45,710

無
余地なし 事業推進

納入済通知書件
数及び支出命令
書件数の合計

件 - 516,594 - - 現状維持

22 議会活動費

議会事務局

議長会関係会議への出席、国・県等への要
望、議員の先進都市への視察及び随行旅費 7

a a a A

9,280 10,268 12,135 727 727

無
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

議員出張延べ人
数

人 120 135 120 120 現状維持

23
政務活動費（旧:政務
調査費）

議会事務局

大村市議会議員の調査研究等の活動に資す
るため、必要な経費（調査研究費・研修
費・資料購入費等）の一部として、会派に
議員1人あたり月額2万5千円を乗じて得た
額を交付する。

・地方自治法第100条第
14項・第15項・第16項
・大村市議会政務活動
費の交付に関する条例
・大村市議会政務活動
費の交付に関する規程

2
a A

6,297 6,900 7,450 727 727

無
余地なし 事業推進

一般質問者数 人 70 76 70 70 現状維持

24 教育功労表彰事業

教育総務課

毎年11月1日に、大村市教育功労者表彰式
を開催し、被対象者に表彰状の授与（感謝
状の贈呈）及び記念品の贈呈を行う。

－

大村市教育関係表彰
規則 4

a A

222 215 210 1,492 1,604

無
余地なし 事業推進

表彰式開催回数 回 1 1 1 1 現状維持



9999 その他

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 H30 H31

課長 H29 H30 H31 H29 H30

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H29

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

目標 実績 目標 目標

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ

久保　和幸

辻　龍彦

平地　俊夫

渕　哲洋

平地　俊夫

中嶋　浩

平地　俊夫

中嶋　浩

平地　俊夫

中嶋　浩

平地　俊夫

中嶋　浩

平地　俊夫

中嶋　浩

平地　俊夫

中嶋　浩

25 監査事務

監査委員事
務局

毎年度策定する「監査実施計画」に従い、
①公営企業・一般・特別会計例月出納検査
②公営企業・一般・特別会計決算審査、財
政健全化判断比率等審査　③定期監査（工
事監査・財政援助団体監査を含む。）を書
類審査及び実地調査により行う。

地方自治法、地方公
営企業法、地方公共
団体の財政の健全化
に関する法律、大村
市監査委員条例

4
a A

3,600 3,901 3,752 32,013 32,257

無
余地なし 事業推進

・例月出納検査：
１２会計×１２月
・定期監査：２年
で１サイクルとな
る部署数

件及
び課

181 164 170 164 現状維持

26 選挙啓発事業

選挙管理委
員会事務局

夏休みと冬休みの期間を利用して、選挙に
関するポスターや書道の作品募集を行うと
ともに、新たに有権者となる若者に対して
啓発冊子を送付する。
また、ＮＰＯ法人と連携を図り、中学校、
高校、市民向けに主権者教育を実施する。

公職選挙法

2
a A

2,863 2,747 2,299 5,820 5,448

無
余地なし 事業推進

書道コンクール
の応募者数

人 2,534 2,467 2,500 2,500 現状維持

27
参議院議員選挙執行
事業

選挙管理委
員会事務局

期日前投票所３か所、当日投票所３０か所
での投票事務とシーハットでの開票事務を
執行管理する。市内の高校５校に期日前投
票所を設置する。

公職選挙法

2
a A

0 0 30,000 0 0

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ ‐ ‐ ‐ 57.03 現状維持

28
衆議院議員選挙執行
事業

選挙管理委
員会事務局

期日前投票所３か所、当日投票所３０か所
での投票事務とシーハットでの開票事務を
執行管理する。市内の高校５校に期日前投
票所を設置する。

公職選挙法

2
a A

28,041 0 0 8,877 0

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ ‐ 57.22 ‐ ‐ 現状維持

29 県知事選挙執行事業

選挙管理委
員会事務局

市内３０投票所での投票事務とシーハット
での開票事務を執行管理する。市内の高校
５校に期日前投票所を設置する。

公職選挙法

2
a A

33,842 0 0 8,743 0

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ 40.30 44.86 ‐ ‐ 現状維持

30
県議会議員選挙執行
事業

選挙管理委
員会事務局

期日前投票所３か所、当日投票所３０か所
での投票事務とシーハットでの開票事務を
執行管理する。

公職選挙法

2
a A

0 8,500 18,000 0 8,458

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ ‐ ‐ ‐ 53.16 現状維持

31 市長選挙執行事業

選挙管理委
員会事務局

期日前投票所３か所、当日投票所３０か所
での投票事務とシーハットでの開票事務を
執行管理する。市内の高校５校に期日前投
票所を設置する。

公職選挙法

2
a A

0 0 32,896 0 0

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ ‐ ‐ ‐ 60.69 現状維持

32
市議会議員選挙執行
事業

選挙管理委
員会事務局

期日前投票所３か所、当日投票所３０か所
での投票事務とシーハットでの開票事務を
執行管理する。

公職選挙法

2
a A

0 1,717 65,272 0 7,491

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ ‐ ‐ ‐ 57.08 現状維持



9999 その他

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 H30 H31

課長 H29 H30 H31 H29 H30

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H29

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

目標 実績 目標 目標

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ

平地　俊夫

中嶋　浩

坂上　正信

橋本　真人

33
漁業調整委員会委員
選挙執行事業

選挙管理委
員会事務局

市内３投票所での投票事務と開票事務を執
行管理する。

漁業法
公職選挙法 2

a A

0 0 0 0 0

無
余地なし 事業推進

投票率 ％ ‐ ‐ ‐ ‐ 現状維持

34
上下水道局庁舎維持
管理業務

業務課

・庁舎等維持管理（修繕・保守・清掃）

5
a A

9,214 11,112 10,980 2,347 3,074

無
余地なし 事業推進

現状維持

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0


